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１ 趣旨 

  この要領は、兵庫県から農地中間管理機構の指定を受けた公益社団法人ひょうご農林機構（以

下「機構」という。）及び機構から農地中間管理事業の業務委託を受けた市町等（以下「市町等」

という。）が農地中間管理事業規程に基づき農地中間管理事業を実施するにあたり、具体的な手

続きについて定めたものである。 

 

２ 事業の実施方法 

（１）農用地等の借受希望者の募集 

  ア 借受希望者の掘り起こし 

    機構による農用地等の借受希望者の募集に際し、機構本社（以下「本社」という。）、機

構農地管理事務所（以下「農地管理事務所」という。）及び市町等は、認定農業者や認定新

規就農者、人・農地プランに位置づけられている中心経営体等に対し、積極的に機構を活

用し、農用地等の集積・集約を行うよう借受希望者の掘り起こしを行う。 

  イ 借受希望者の募集 

  （ア）募集条件等 

   〔応募にあたっての留意事項〕 

    借受希望者は、次に掲げる事項に留意の上、応募することとする。 

    ・機構から借り受ける農用地等を原則として 10 年以上借り受けて農業経営を行うこと

ができること 

    ・募集結果の公表について、同意する者であること 

   〔募集区域〕 

    機構が設定する借受希望者の募集区域は、市町又はこれより小さい区域（人・農地プ

ランの区域等を参考）とし、必要に応じて農地中間管理事業借受希望者募集区域設定調

書（様式第 1 号）により市町の意見を聞いて決定する。 

   〔募集時期〕 

    機構による借受希望者の募集は、毎年１月１日から 12 月 31 日の間募集するものと

する。 

   〔募集方法〕 

募集方法は、農用地等借受希望申込書（様式第 2 号）（以下「借受申込書」という。）

を機構のホームページに掲載する他、農地管理事務所、市町等の窓口に借受申込書を配

置する。 

   〔借受申込書の有効期限〕 

    借受申込書の有効期限は、受付日から３回目の 12 月 31 日までとする。（最長３年間） 

  （イ）借受申込書の受付 

    借受希望者は、借受申込書に必要な事項を記載して最寄りの市町等、農地管理事務所、

本社に提出する。 

    市町等は、借受希望者から借受申込書の提出があった場合、記載漏れがないか確認の上、

有効期限を記載し、以下のとおり受付を行う。 
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ａ メールによる応募の場合、申込書に受領印を押印し、その PDF ファイルを返信する。 

ｂ  FAX による応募の場合、申込書に受領印を押印し、FAX で返信する。 

    ｃ 郵送による応募の場合、申込書に受領印を押印し、その写しを郵送する。 

     ｄ 持参による応募の場合、申込書に受領印を押印し、その写しを渡す。 

        ただし、借受希望者から提出のあった借受申込書のうち、借受希望地が複数の市町・農

地管理事務所管内にまたがる場合は、以下のとおり受付を行うこととする。 

    ・借受希望地が農地管理事務所管内の複数の市町の区域にまたがる場合は、農地管理事

務所が受付を行う。 

    ・借受希望地が複数の農地管理事務所の区域にまたがる場合は、本社が受付を行う。 

〔借受申込書の受付方法〕 

借受希望地 

受付機関 
市町の区域 

農地管理事務所管内の 

複数の市町の区域 

複数の農地管理事務所 

の区域 

市町等 ○ 農地管理事務所へ転送 
本社へ転送 

（農地管理事務所経由） 

農地管理事務所 ○ ○ 本社へ転送 

本社 農地管理事務所へ転送 農地管理事務所へ転送 ○ 

    「○」は受付を示す。 

（ウ）借受申込書のとりまとめ 

    市町等は、受け付けた借受申込書の写しを農地管理事務所に提出する。 

    農地管理事務所は、市町等から提出のあった借受申込書と自らが受け付けた借受申込書

をとりまとめ、毎月 20 日までに写しを本社に提出する。 

    本社は農地管理事務所から提出のあった借受申込書及び本社で受付した借受申込書をも

とに借受希望者受付リスト（様式第 3 号）（以下「借受者リスト」という。）を作成し、毎

月 25 日までに農地管理事務所に送付する。 

    農地管理事務所は本社から提供があった借受者リストを、関係市町等に送付する。 

    なお、農地管理事務所は、本社が借受者リストに追加した借受希望者が当該月のマッチ

ングの対象になっている場合は、本社と調整し、事前に借受者リストの提供を受け、関係

市町に送付することとする。 

  （エ）借受希望者一覧表の公表 

機構は、借受者リストをもとに、以下の項目について記載した借受希望者一覧表（様式

第 6 号）を作成し、翌月１日に機構のホームページ上で公表する。 

   〔公表する内容〕 

   ・氏名又は名称 

   ・当該区域内の農業者、区域外の農業者、新規参入者の別 

   ・借受けを希望する農用地等の種別、面積 

   ・借受けた農用地等に作付けしようとする作物の種別   
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ウ 借受希望内容の変更 

    借受希望者は、応募した借受希望内容の変更を希望する場合、農用地等借受希望内容変

更届（様式第 4 号）（以下「変更届」という。）を借受申込書を提出した市町等、農地管理

事務所、本社に提出するものとする。 

なお、借受希望者からの変更届の受付は、借受申込書の受付方法に準じて行うこととし、

市町等が変更届を受け付けた場合は、速やかに変更届の写しを農地管理事務所に提出する。 

農地管理事務所は、市町等から提出のあった変更届又は自らが受け付けた変更届の写し

を本社に提出する。 

    本社は、借受者リストを修正し、農地管理事務所に送付するとともに、借受希望者一覧

表を修正し、機構のホームページ上で公表する。 

    農地管理事務所は、本社から提供のあった借受者リストを関係市町等に送付する。 

  エ 借受申込みの取下げ 

    応募した借受希望者が、これを取り下げようとする場合は、農用地等借受申込取下書（様

式第 5 号）（以下「取下書」という。）を借受申込書を提出した市町等、農地管理事務所、

本社に提出するものとする。 

なお、借受希望者から取下書の提出があった場合、借受申込書の受付方法に準じて受付

を行うこととし、市町等は、取下書の提出があった場合は、速やかに取下書の写しを農地

管理事務所に提出する。 

農地管理事務所は、市町等から提出のあった取下書又は自らが受け付けた取下書の写し

を本社に提出する。 

本社は、借受者リストを修正し、農地管理事務所に送付するとともに、借受希望者一覧

表を修正し、公社のホームページ上で公表する。 

農地管理事務所は、本社から提供のあった借受者リストを関係市町等に送付する。 

 

（１）農用地等の借受希望者の募集 

イ-(ｱ)借受希望者の募集 

本社 農地管理事務所 市町等 

イ-(ｲ)借受申込書の受付 

イ-(ｳ)借受者リストの作成・リスト送付 

イ-(ｴ)借受希望者一覧表の公表 

法第 17 条第１項 

法第 17 条第２項 

ア借受希望者の掘り起こし 

：委託業務 
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（２）貸付希望農用地等の募集 

  ア 貸付希望農用地等の掘り起こし 

    市町等及び農地管理事務所は、農業委員会等と連携して農地所有者の意向把握に努める

とともに、農地の貸付を希望する所有者等に、農地中間管理事業の内容や手続きの流れな

どを説明し、機構への農用地等の貸付希望手続きを促す。 

  イ 貸付希望農用地等の募集 

    市町等及び農地管理事務所は、貸付希望農用地等リスト（様式第 8 号）への登録に際し、

農地所有者等に対して以下の承諾事項を説明した上で農地中間管理事業貸付希望農用地等

登録申出書（様式第 7 号）（以下「登録申出書」という。）を配付し、市町等又は農地管理

事務所に提出するよう求める。 

  〔貸付希望農用地等リストへの登録に際しての承諾事項〕 

   ①申し出のあった農用地等については、機構が市町等関係機関の協力を得て状況（現状、

面積、権利関係など）を確認したうえで、「貸付希望農用地等リスト」として整理を行い、

借受希望者に情報提供するとともに（公社）ひょうご農林機構ホームページで農地情報

（地番・地目・面積）を提供すること。 

   ②「貸付希望農用地等リスト」に登録しても、権利は移動しないため、借受希望者とのマ

ッチングが整い、機構が所有者から農用地等を借り受けるまで、農用地等の管理は所有

者が行うこと。 

   ③機構から借受者への権利を転貸する農用地利用集積計画を市町が策定した場合において、

当該農用地利用集積計画に記載のある農用地等に係る権利が転貸されること。 

   ④借受者が見つからないなど、農地中間管理事業を活用できない場合があること。 

   ⑤一定期間を経ても借受者がみつからない場合は、申出者に連絡のうえ、「貸付希望農用地

等リスト」から削除すること。 

   ⑥15 年以上の借受期間を設定した農用地等については、機構関連農地整備事業が行われる

ことがあること。 

  ウ 登録申出書の受付 

    農用地等の貸付を希望する者は、「登録申出書」を市町等又は農地管理事務所に提出する。 

    貸付希望者から登録申出書の提出があった場合、市町等は記載漏れがないか確認の上、

以下のとおり受付を行う。 

（ア）メールによる提出の場合は、登録申出書に受領印を押印し、その PDF ファイルを送

信する。 

（イ）郵送による提出の場合は、登録申出書に受領印を押印し、その写しを郵送する。 

（ウ）持参による提出の場合は、登録申出書に受領印を押印し、その写しを渡す。 

（エ）FAX による提出の場合は、登録申出書に受領印を押印し、その写しを返送する。 

  エ 登録申出書の登録 

  （ア）市町等が受理した場合 

     市町等は、受理した登録申出書について、以下の内容を確認の上、貸付希望農用地等

リスト（様式第 8 号）に登録する。 



5 

 

     市町等は、貸付希望農用地等リストに登録したものについて、登録申出書の原本とと

もに、当該農用地等の位置が分かる図面（図面に地番を記載したもの）を添えて毎月月

末までに農地管理事務所に提出する。    

  （イ）農地管理事務所が受理した場合 

     農地管理事務所は、受理した登録申出書について、以下の内容について全国農地ナビ

等により確認の上、貸付希望農用地等リストに登録する。 

     なお、農地管理事務所は、登録した貸付希望農用地等リストと市町等から提出のあっ

た貸付希望農用地等リストをとりまとめ、翌月 10 日までに当該市町等及び本社に情報

提供する。 

   〔確認内容〕  

・市街化区域内の農用地等でないこと 

・市町により再生不能と判定されている遊休農地でないこと 

・農地台帳と合致していること 

 

  オ 貸付希望農地カード等の作成・活用 

    農地管理事務所は、貸付希望農用地等リストを基に、必要に応じて、当該農用地等の状

況（農用地等の管理状況、用水、進入路の状況、周辺農用地等の利用状況等）を確認する

ため、市町、農業委員会等と連携して現地調査を行う。 

    また、貸付希望農用地等リストを基に、集落・学校区など一定区域ごとの位置図を整理

するとともに、地域内で借受希望者が見込めない農用地等については、市町等と調整の上

で、貸付希望農用地等カード（様式第 8-2 号）を作成し、借受希望者とのマッチングに活

用する。 

なお、農地管理事務所は、貸付希望農地カードを作成した場合は、速やかに本社、市町

等に提出する。 

    本社は、貸付希望農地カードを機構のホームページに掲載するなど、幅広く借受希望者

の掘り起こしに努める。 
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カ 貸付希望農用地等リストからの削除 

    農地管理事務所は、貸付希望農用地等リストに登録し、一定期間（概ね３年）経過して

も貸付先が決まらない場合は、市町、農業委員会等と協議を行う。 

    農地管理事務所は、貸付希望農用地等リストに登録した農用地等が農業委員会から、運

用通知（平成 21 年 12 月 11 日 21 経営第 4530 号・21 農振第 1598 号）第４（３）に掲げる

手続きに従い非農地の判断をした旨の通知を受けた場合や農地中間管理事業以外での活用

が行われる場合は、貸付希望農用地等リストから削除する。 

    なお、貸付希望農用地等リストから削除した場合は、当該農地所有者に通知する。（様式

第 8-3 号）    

キ 登録申出書の取下げ 

    登録申出書を提出した者が、これを取り下げようとする場合は、農地中間管理事業貸付

希望農用地等登録取下書（様式第 8-4 号）（以下「登録取下書」という。）を登録申出書を

提出した市町等又は農地管理事務所に提出するものとする。 

登録取下書の提出があった場合、登録申出書の受付方法に準じて受付を行うこととし、

市町等は、速やかに貸付希望農用地等リストを修正し、登録取下書とともに農地管理事務

所に提出する。 

農地管理事務所は、市町等から修正された貸付希望農用地等リストの提出があった場合、

これをとりまとめる。 

また、農地管理事務所に登録取下書の提出があった場合、速やかに貸付希望農用地等リ

ストを修正するとともに、関係市町等に貸付希望農用地等リストを提供する。 

 

（３）マッチングⅠ（貸付先の選定） 

機構は、農用地等の貸付先を決定するに当たりマッチングを以下の手順で進める。 

ア 農用地等マッチング計画書の作成 

（２）貸付希望農用地等の受付 

イ貸付希望農用地等の募集 

本社 農地管理事務所 市町等 

ウ登録申出書の受付 

オ貸付希望農用地カード等の作成･活用 

エ登録申出書の登録（リスト化） 

ア貸付希望農用地等の掘り起こし 

規程９条第２項 

農業委員会 
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市町等は、借受希リストと貸付希望農用地等リストを基に、別記１「貸付先決定ルール」

に基づき、借受希望者の交渉順位を決め、農用地等マッチング計画書（様式第 9 号）を作

成する。 

なお、市町等は、農用地等マッチング計画書の作成に当たり、交渉順位をつけることが

困難な場合は、農地管理事務所に相談する。 

相談を受けた農地管理事務所は、内容を確認の上、当該案件の交渉順位をつけることが

困難であると判断したときは、本社に連絡をする。 

連絡を受けた本社は、交渉順位をつける上で必要な場合は、利害関係者を含めない第三

者委員会を設置し判断する。 

  イ 貸付農用地等位置図の作成 

    市町等は、貸付農用地等の位置及び地番を明示した図面を作成する。なお、位置図には

当該地域の区域界を明示することとする。 

ウ 借受希望者及び貸付希望者等との交渉 

農地管理事務所と市町等は、地元関係者と調整のうえ、農用地等マッチング計画書に沿

って、農用地等の借受（貸付）期間、賃料等の条件について借受希望者、貸付希望者等と

交渉を行う。 

エ 農用地集積・配分計画の作成 

市町等は、借受希望者、貸付希望者等との交渉結果を基に農用地集積・配分計画（様式

第 10 号）、「利用権の設定等に関する申出書」（様式第 11-1 号、農用地利用配分計画によら

ずに賃借権の設定等を行う場合は様式第 11-1 号及び第 11-2 号）に必要事項を記入し、以

下の書類を添付の上、農用地等マッチング計画書（様式第 9 号）とともに毎月 20 日までに

農地管理事務所に提出する。（様式第 10-3 号） 

〔添付書類〕 

・貸付農用地等位置図 

・貸付農用地等一覧表（様式第 12 号） 

・土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。） 

オ 検討会 

農地管理事務所は、市町等から提出のあった農用地集積・配分計画、農用地等マッチン

グ計画書及び「利用権の設定等に関する申出書」の案をとりまとめ、本社、農林（水産）

振興事務所、土地改良事務所、農業改良普及センターその他の関係機関で構成する検討会

で内容を検討の上、適当と認められる場合は、同月末までに本社に関係資料を提出すると

ともに、農用地利用配分計画によって利用権の設定等を行う場合は、市町等にその旨を通

知する。 

カ 利害関係人の意見聴取 

本社は、農地管理事務所から提出のあった農用地集積・配分計画をもとに、利用権の設

定等を行う土地の所在する市町名、地区名、面積、貸付予定期間を様式第 29-1 号により機

構ホームページに１週間掲示し、利害関係人の意見を募集する。 
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（４）マッチングⅡ（農用地利用配分計画によらずに賃借権の設定等を行う場合の農用地等の借

受手続き（集積計画一括方式）） 

ア 賃借権の設定等を行うことについての同意 

本社は、農地管理事務所から提出のあった「利用権の設定等に関する申出書」をとりま

とめ、利害関係人の意見を記載した書類（様式第 29-2 号）を添えて、県と協議する。（様

式第 29-3 号） 

県は、協議に同意したときは、機構にその旨を通知する。本社は、県から通知を受けた

場合、農地管理事務所を通じて市町等にすみやかに通知する。（様式第 29-4 号） 

イ 利用権の設定等に関する申出書の作成 

市町等は、農地管理事務所から県が同意した旨の通知があった場合、貸付希望者及び借

受希望者に対し、権利移動についての同意を求める。貸付希望者及び借受希望者の同意を

得た場合、自署又は記名捺印された「利用権の設定等に関する申出書」（様式第 11-1 号及

び様式第 11-2 号）、別記２に示す書類及び振込指定口座届（様式第 19 号（賃貸借の場合））

を添付して翌月 20 日までに農地管理事務所に提出する。 

ウ 利用権の設定等に関する申出書の決定・提出 

農地管理事務所は、市町等からの提出のあった「利用権の設定等に関する申出書」をと

りまとめ、農用地集積・配分計画に沿ったものか確認し、適正であると認められる場合は、

これを決定し、翌月末までに市町に提出する。 

なお、農地管理事務所は、市町に提出した場合は、その写し及び振込指定口座届を本社

アイ農用地等ﾏｯﾁﾝｸﾞ計画書(地図含)の作成 

本社 農地管理事務所 市町等 

ウ関係者との交渉（期間・賃料等） 

エ農用地集積・配分計画、利用権の設定等
に関する申出書（案）の作成 

連携 

カ農用地集積・配分計画、利用権の設定等
に関する申出書(案)のとりまとめ（本社） 

方針決定 

（３）マッチングⅠ（貸付先の選定） 

連携 

オ農用地集積・配分計画、利用権の設定等
に関する申出書(案)の検討結果通知 

オ農用地集積・配分計画、利用権の設定等
に関する申出書（案）の検討（事務所） 

カ利害関係人の意見聴取（本社） 
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に提出する。 

エ 農用地利用集積計画の作成 

市町は、農地管理事務所から「利用権の設定等に関する申出書」の提出があった場合、

農用地利用集積計画を作成し、農業委員会へ諮問する。 

オ 農用地利用集積計画の決定 

農業委員会は、市町から農用地利用集積計画の諮問を受けた場合、これを諮り農用地利

用集積計画を決定する。 

カ 農用地利用集積計画の公告・通知 

市町は、農業委員会で決定のあった農用地利用集積計画を策定し、これを公告するとと

もに、公告の写しを添えて、その旨を農地管理事務所及び貸付者、借受者に通知する。な

お、同一の農用地等に係る貸付希望者から機構への貸付と、機構から借受希望者への貸付

に係る農用地利用集積計画の公告は、同一の日付で同一の文書番号でおこなう。 

農地管理事務所は、市町から通知があった場合、これをとりまとめて本社に提出する。 

 

（４）マッチングⅡ 

（ ） 
（集積計画一括方式） 

本社 農地管理事務所  

エ農用地利用集積計画の作成 

オ農用地利用集積計画の決定 

カ農用地利用集積計画の公告・連絡 

農業委員会 

農地借入・貸付決定 

イ利用権の設定等に関する申出書
(案)の作成 

ウ利用権の設定等に関する申出(案)
の決定 

ウ利用権の設定等に関する申出書の
提出・写しの送付 

ア農用地利用集積計画への同意協議 

県 

ア農用地利用集積計画への同意 
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（５）マッチングⅢ（農用地利用配分計画によって賃借権の設定等を行う場合の農用地等の借受手続き） 

ア 利用権の設定等に関する申出書の作成 

市町等は、農地管理事務所から(3)のオの検討会で適当と認められた旨の通知があった

場合、貸付希望者に対し、当該計画についての同意を求める。貸付希望者の同意を得た場

合、自署又は記名捺印された「利用権の設定等に関する申出書」（様式第 11-1 号）及び振

込指定口座届（様式第 19 号（賃貸借の場合））を翌月 20 日までに農地管理事務所に提出

する。 

イ 利用権の設定等に関する申出書の決定・提出（写しの送付） 

    農地管理事務所は、市町等から提出のあった「利用権の設定等に関する申出書」をとり

まとめ、農用地集積・配分計画に沿ったものか確認し、適正であると判断した場合は、こ

れを決定し、翌月末までに市町に提出する。 

    なお、農地管理事務所は、市町に提出した場合は、その写し及び振込指定口座届を本社

に提出する。 

  ウ 農用地利用集積計画の作成 

    市町は、農地管理事務所から「利用権の設定等に関する申出書」の提出があった場合、

農用地利用集積計画を作成し、農業委員会へ諮問する。 

  エ 農用地利用集積計画の決定 

    農業委員会は、市町から農用地利用集積計画の諮問を受けた場合、これを諮り農用地利

用集積計画を決定する。 

オ 農用地利用集積計画の公告・通知 

市町は農業委員会で決定のあった農用地利用集積計画を策定し、これを公告するととも

に、公告の写しを添えて、その旨を農地管理事務所及び貸付者に通知する。 

なお、農地管理事務所は、市町から通知があった場合、速やかに本社へ連絡する。 

  カ 農用地利用配分計画（案）の作成 

    市町は、農地管理事務所から(3)のオの検討会で適当と認められた旨の通知があった場

合、農用地利用配分計画（様式第 13 号）（案）を作成し、別記２に示す書類を添付の上、

(5)のアと同じ期日（翌月 20 日）までに農地管理事務所に提出する。（様式第 14 号） 

  キ 農用地利用配分計画（案）の確認 

    農地管理事務所は、市町等から農用地利用配分計画（案）の提出があった場合、とりま

とめ、農用地集積・配分計画との適合性及び添付資料の内容を確認の上、(5)のイと同じ時

期（翌月末）までに本社に提出する。 

  ク 農用地利用配分計画の決定・県への認可申請 

    本社は、農地管理事務所から提出のあった農用地利用配分計画（案）が農用地集積・配

分計画に沿ったものであるか確認し、適正であると認められる場合、これを決定し、 (5)

のオの農用地利用集積計画の公告をした旨の連絡があった後、利害関係人の意見を記載し

た書類（様式第 29-2 号）を添えて、県へ認可申請を行う。（様式第 15 号） 

  ケ 農用地利用配分計画の認可・公告 

    県は、機構から農用地利用配分計画の認可申請があった場合、内容を審査し、適正と認
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められる場合、その農用地利用配分計画を認可し、遅滞なく公告する。 

  コ 農用地利用配分計画の通知 

    県は、農用地利用配分計画を認可したときは、関係農業委員会及び機構にその旨を通知

する。本社は、県から通知を受けた場合、すみやかに農地管理事務所、市町を通じて借受

者に通知する。 

 

 

 

  

（５）マッチングⅢ 

（ ） 

本社 市町 

ウ 農 用 地 利 用 集 積 計 画 の 作 成 

エ 農 用 地 利 用 集 積 計 画 の 決 定 

オ農用地利用集積計画の公告・通知 

イ

カ農用地利用配分計画（案）の作成 

キ農用地利用配分計画（案）の確認 

ケ農用地利用配分計画の認可・公告 

コ農用地利用配分計画の通知 

県 
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（６）マッチングⅣ（特定農作業受委託契約によって耕作を行う場合の手続き） 

ア 利用権の設定等に関する申出書の作成 

市町は、農地管理事務所から(3)マッチングⅠ(貸付者の決定)のオの検討会で適当と認

められた旨の通知があった場合、貸付者に対し、当該計画についての同意を求める。貸付

者の同意を得た場合、自署又は記名捺印された「利用権の設定等に関する申出書」（様式第

11-1 号）を翌月 20 日までに農地管理事務所に提出する。 

イ 利用権の設定等に関する申出書の決定・提出 

    農地管理事務所は、市町から提出のあった「利用権の設定等に関する申出書」をとりま

とめ、農用地集積・配分計画に沿ったものか確認し、適正であると判断した場合は、これ

を決定し、翌月末までに市町に提出する。 

    なお、農地管理事務所は、市町に提出した場合は、その写しを本社に提出する。 

  ウ 農用地利用集積計画の作成 

    市町は、農地管理事務所から「利用権の設定等に関する申出書」の提出があった場合、

農用地利用集積計画を作成し、農業委員会へ諮問する。 

  エ 農用地利用集積計画の決定 

    農業委員会は、市町から農用地利用集積計画の諮問を受けた場合、これを諮り農用地利

用集積計画を決定する。 

オ 農用地利用集積計画の公告・通知 

市町は農業委員会で決定のあった農用地利用集積計画を策定し、これを公告するととも

に、公告の写しを添えて、その旨を農地管理事務所及び貸付者に通知する。 

なお、農地管理事務所は、市町から通知があった場合、速やかに本社へ連絡する。 

カ 特定農作業受委託契約書(案)の作成 

市町は、農地管理事務所から(3)のオの検討会で適当と認められた旨の通知があった場

合、特定農作業受委託契約書（案）（様式第 30-1 号）を作成し、農地中間管理事業農作業

委託実施要領第３条の要件を証する書類を添付の上、(6)のアと同じ期日（翌月 20 日）ま

でに農地管理事務所に提出する。 

キ 特定農作業受委託契約書(案)の確認 

農地管理事務所は、市町から特定農作業受委託契約書（案）の提出があった場合、とり

まとめ、農用地集積・配分計画との適合性及び添付資料の内容を確認の上、(5)のイと同

じ時期（翌月末）までに本社に提出する。 

ク 特定農作業受委託契約書の承認申請 

本社は、農地管理事務所から提出のあった特定農作業受委託契約書（案）等が農地中間

管理事業農作業委託実施要領および農用地集積・配分計画に沿ったものであるか確認し、

２の(6)のオの農用地利用集積計画の公告をした旨の連絡があった後、県へ委託の承認申

請を行う。（様式第 30-2 号） 

ケ 特定農作業受委託契約書の締結・通知 

県は、機構から特定農作業受委託契約の承認申請があった場合、内容を審査し、適正と

認められる場合、その特定農作業受委託契約を承認する。その場合、本社はすみやかに契
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約を締結し、農地管理事務所、市町を通じて受託者に通知する。 

 

 

（７）一括テンプレートの作成 

   市町は、農用地利用配分計画（案）および利用権の設定等に関する申出書と合わせて帳簿

となる一括テンプレートを作成し、翌々月 20 日までに農地管理事務所に提出する。 

   農地管理事務所は、市町から提出のあった農用地利用配分計画（案）および利用権の設定

等に関する申出書と一括テンプレートの内容を確認し、翌々月 25 日までに本社に提出する。 

 

３ 利用状況報告 

  機構から農用地等を借り受けた者は、機構から利用状況について報告を求められた場合、農

用地等の所在する市町等に利用状況報告書（様式第 16 号）を提出しなければならない。 

  市町は提出のあった利用状況報告書を確認し、農地管理事務所に提出する。 

（６）マッチングⅣ 

（ ） 

本社 市町 

ウ 農 用 地 利 用 集 積 計 画 の 作 成 

エ 農 用 地 利 用 集 積 計 画 の 決 定 

オ農用地利用集積計画の公告・連絡 

カ特定農作業受委託契約書(案)の作成 

キ特定農作業受委託契約書(案)の確認 

ク特定農作業受委託契約の承認申請 

ケ特定農作業受委託契約の承認･締結 

県 
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  農地管理事務所は、市町から提出のあった利用状況報告書をとりまとめ、本社に提出する。 

 

４ 利用条件改善業務 

（１）利用条件改善業務に当たっての条件 

機構は、農地所有者から 10 年以上の期間で貸付けられる農用地等で、以下のいずれかの条

件に該当する場合は、利用条件改善業務を行うことができる。 

〔条件〕 

・当該農用地等の具体的な貸付先が決まっており、その貸付先が利用条件の改善を希望して

いる場合 

  ・当該地域の借受希望者の募集に応じた者の数、希望内容等からみて利用条件の改善を行え

ば、当該農用地等の貸付けが確実に行われると見込まれる場合 

（２）利用条件改善業務の手続き 

  ア 利用条件改善業務の実施時期 

    機構が利用条件改善業務を行う時期は、機構が農地所有者から農用地等を借り受け、機

構から借受希望者に農用地等を貸し付けるまでの間とする。 

  イ 利用条件改善業務の事前相談 

        利用条件改善業務を希望する借受希望者は、事業内容、事業実施時期等について市町等

と事前相談を行う。 

  ウ 利用条件改善業務の採択申請 

    事前相談を受けた市町等は事業実施が適当であると判断した場合は、借受希望者に利用

条件改善業務採択申請書（様式第 17 号）（以下「採択申請書」という。）を事業実施予定の

前年度の７月末までに提出を求める。 

また、市町等は借受希望者から採択申請書の提出があった場合は、内容を精査の上、適

当と認められる場合は、事業実施予定の前年度の８月末までに農地管理事務所に提出する。 

    農地管理事務所は、市町から採択申請書の提出があった場合は、内容を精査の上、適当

と認められる場合は、当該農用地等の所有者に利用条件改善業務の実施の可否を問い合わ

せ、承諾が得られた場合、当該農用地等の所有者から貸付農用地等の利用条件改善に係る

承諾書（様式第 18 号）を徴収する。 

    なお、借受希望者から提出のあった採択申請書のうち、農用地等の所有者の承諾が得ら

れたものについては、現地調査の上、事業実施予定の前年度の９月末までに本社に提出す

る。 

    本社は、農地管理事務所から採択申請書の提出があった場合は、当該事業の要件の適合

性等を審査し、適当と認められる場合は、県に事業採択申請を行う。 

（３）利用条件改善業務の実施 

  ア 事業実施計画書の作成 

本社は、県から当該事業の採択通知があった場合は、当該事業の事業実施要綱等に基づ

き事業実施計画を作成し県に提出する。 

なお、本社は、採択通知のあった旨を農地管理事務所に通知するとともに、農地管理事
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務所は、当該市町及び借受希望者にその旨を通知する。 

  イ 事業実施 

    本社は、県から当該事業計画の承認を受けた時は、当該事業実施要綱、県補助金交付要

綱等に基づき事業を実施する。 

（４）その他留意事項 

  ア 利用条件改善業務を行う場合の農地中間管理権の取得時期 

    利用条件改善業務を行う場合の農地中間管理権の取得時期は、利用条件改善業務の着工

予定日の概ね１ヶ月前までとする。 

  イ 利用条件改善業務の実施に伴う費用負担 

    利用条件改善業務の実施に必要な経費が補助金額を超えた場合は、当該借受者の借受期

間中に賃料差額として負担を求める 

 

５ 賃貸借における賃料の収受及び支払い方法 

 機構が農地中間管理事業により農用地等を貸し付ける場合の賃料の収受及び借り受ける場合

の賃料の支払い方法は次のとおりとする。 

（１）賃料の収受及び支払いの考え方 

  賃料の収受及び支払いは年１回（１月収受・２月支払い又は、11 月収受・12 月支払いのい

ずれかを選択）とし、賃料は、機構から農用地等を借り受けた者（以下「借受者」という。）

から徴収した上で、機構へ農用地等を貸し付けた者（以下「貸付者」という。）に支払う。 

（２）賃料の収受及び支払い方法 

    賃料は年額で定めることとし、賃料年額の対象期間は、会計年度（４月１日から３月 31 日

まで）とする。ただし、年度途中からの借り受け又は年度途中での契約満了により賃料の対

象期間が１年未満の場合は、日割り（初日算入）とし、賃料年額を 365 で除した額を１日分

とし、その額に貸し付けた日数を乗じ、円未満は切り捨てるものとする。 

ア 賃料金額の通知 

機構は、農用地利用集積計画を公告した旨の通知があった場合、農用地等の貸付者に

対し、初回の賃料支払日までに賃料金額通知書（様式 19-2 号）により賃料金額を通知す

る。 

イ 賃料の収受（借受者→機構） 

   〔１月収受（２月支払い）の場合〕 

    機構は、借受希望者に農用地等を貸し付けた場合、契約始期を含む年から契約終期を

含む年（契約終期が１～３月の場合は契約終期の前年）まで毎年 12 月中に翌年１月末日

を納期限とした請求書（様式第 20 号）により賃料を請求し、借受者は納期限までにこれ

を支払う。 

    なお、振込手数料は借受者の負担とする。 

   〔11 月収受（12 月支払い）の場合〕 

    機構は、1 月から 10 月に借受希望者に農用地等を貸し付けた場合、契約始期を含む年

から契約終期を含む年（契約終期が１～３月の場合は契約終期の前年）まで毎年 10 月中
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に 11 月末日を納期限とした請求書により賃料を請求し、借受者は納期限までにこれを

支払う。 

    また、11 月から 12 月に借受希望者に農用地等を貸し付けた場合、契約始期を含む年

の翌年から契約終期を含む年まで毎年 10 月中に 11 月末日を納期限とした請求書により

賃料を請求し、借受者は納期限までにこれを支払う。 

    なお、振込手数料は借受者の負担とする。 

  ウ 賃料の支払い（機構→貸付者） 

   〔２月支払い（１月収受）の場合〕 

    機構は、機構に農用地等を貸し付けた貸付者に対し、契約始期を含む年の翌年から契

約終期を含む年（契約終期が１～３月の場合は契約終期の前年）まで毎年２月中に賃料

の支払いを行う。 

    なお、振込手数料は機構の負担とする。 

   〔12 月支払い（11 月収受）の場合〕 

    機構は、1 月 1 日から 10 月 1 日までに機構に農用地等を貸し付けた貸付者に対し契約

始期を含む年から契約終期を含む年（契約終期が１～３月の場合は契約終期の前年）ま

で毎年 12 月中に賃料の支払いを行う。 

    また、10 月 2 日から 12 月 31 日までに機構に農用地等を貸し付けた場合、契約始期を

含む年の翌年から契約終期を含む年まで毎年 12 月中に行う。 

    なお、振込手数料は機構の負担とする。 

〔賃料の収受及び支払い方法〕 

区分 
賃料年額の 

対象期間 

支払時期（貸付者） 

又は 

請求時期（借受者） 

(①、②いずれかを選択) 

対象となる農

地の貸付時期 

又は 

借受時期 

初回の支払額 

又は 

請求額 

初回の支払時期 

又は 

請求時期 

貸付者 

（出し手） 

4 月 1 日 

（契約初年

は契約始期）

から 

3 月 31 日 

(契約最終年

は契約終期) 

 

①2 月中の支払 
1 月～12 月 

に貸付 

貸付日から 

翌年 3 月 31 日分 

貸付を行った翌年の 

2 月 

②12 月中の支払 

1 月 1 日～ 

10 月 1 日 

に貸付 

貸付日から 

翌年 3 月 31 日分 

貸付を行った年の 

12 月 

10 月 2 日～ 

12 月 31 日 

に貸付 

貸付日から 

翌々年 3 月 31 日分 

貸付を行った翌年の

12 月 

借受者 

（受け手） 

4 月 1 日 

（契約初年

は契約始期）

から 

3 月 31 日 

(契約最終年

は契約終期) 

 

①1 月末期限の請求 
1 月～12 月 

に借受 

借受日から 

翌年 3 月 31 日分 

借受を行った翌年の 

1 月 

②11 月末期限の請求 

1 月～10 月 

に借受 

借受日から 

翌年 3 月 31 日分 

借受を行った年の 

11 月 

11 月～12 月 

に借受 

借受日から 

翌々年 3 月 31 日分 

借受を行った翌年の

11 月 

 

６ 貸付先の変更（農用地利用配分計画による移転手続き） 

  借受者が農用地等を集約するために他の借受者と農用地等の交換する場合や借受者がリタイ

ヤ等により営農を継続することができず、他の借受希望者に当該農用地等の貸付をおこなう場
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合、または、経営の法人化に伴い、個人名義で借り受けていた農用地等を法人名義とする場合

など貸付先を変更する場合は、以下の手順により手続きを行う。 

（１）貸付先の選定 

２の(3)マッチングⅠ(貸付者の決定)のオの検討会の手続きに準じて、変更する貸付先を

選定する。 

なお、経営の法人化に伴い、個人名義で借り受けていた農用地等を法人名義とする場合は、

この手続きを行わず、以下の（２）の農用地等の移転手続きを行う。 

（２）農用地等の移転手続き 

   ２の(５)マッチングⅢ（農用地利用配分計画によって賃借権の設定等を行う場合の農用地

等の借受手続き）に準じて、現行の借受者から変更する借受者へ利用権の移転手続きを行う。 

   なお、移転手続きに際して、農用地利用配分計画（案）を作成する場合は、様式第 13 号（利

用権移転）を用いる。 

〔貸付先の選定手続きの要否〕 

貸付先の変更事由 
貸付先の選定 

(マッチング)の要否 

借受者同士で農用地等を交換する場合 要 

他の借受希望者に当該農用地等の貸付をおこなう場合 要 

経営の法人化に伴い個人名義の農用地等を法人名義とする場合 否 

 

７ 農用地等貸借契約の内容変更 

  貸付者及び借受者は、農用地等貸借契約の内容変更を希望する場合は、必ず、事前に市町等

又は農地管理事務所に相談を行うこととする。 

  農地管理事務所は、事前に本社と協議した上で必要な書類を準備し、市町等と連携して契約

変更の手続きを行う。 

（１）農用地等貸借契約内容変更届の提出 

    貸付者又は借受者は、別表に掲げる農用地等貸借契約の内容について変更を希望する時、

農用地利用配分計画によって賃借権の設定等を行った場合では農用地等貸借契約内容変更

届（様式第 23-1 号（借受者の場合）又は様式第 23-2 号（貸付者の場合））（以下「契約内

容変更届」という。）を市町等経由して農地管理事務所に提出する。一方、農用地利用配分

計画によらずに賃借権の設定等を行った場合には、農用地等貸借契約内容変更届（様式第

23-4 号（借受者の場合）又は様式第 23-2 号（貸付者の場合））（以下「契約内容変更届」と

いう。）を市町等経由して農地管理事務所に提出する。 

  別表〔変更する内容〕 

①利用権の種類 

（賃貸借権から使用貸借権への変更又は、使用貸借権から賃貸借権への変更） 

②存続期間（終期）（ただし、存続期間を延長することはできません） 

③借賃の額 

④借賃の支払い方法（支払時期の変更） 
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⑤地番の変更･削除 同ほ場における地権者自らによる分筆･合筆による地番の

変更、又は、地籍調査による変更(機構関連整備事業における一時利用仮地番、

本換地による地番変更は対象から除外) 

⑥面積（利用権を設定した農地の一部を減少させるなど） 

※利用権を設定している農地の一部を農地以外のものにする場合は、許可手続き

を行う前に該当農地面積を減じる変更届を提出すること（利用権を設定してい

る変更後の農地が判別できるほ場図を添付すること） 

※利用権を設定している農地一筆の全てを農地以外のものにする場合は、許可手

続きを行う前に該当農地における合意解約の手続きを終了すること 

（２）意向確認 

    農地管理事務所は、契約内容変更届の提出があった場合、記載内容を確認する。また、

農地管理事務所は市町等と連携して当該契約の相手方に意向確認を行い、相手方が内容変

更に応じる場合、相手方から契約内容変更届（様式第 23-1 号又は 23-4 号（借受者の場合）

もしくは様式第 23-2 号（貸付者の場合））の提出を求める。 

（３）契約内容変更届の確認・提出 

    農地管理事務所は、契約内容変更届の提出があった場合、内容を確認の上、本社に提出

する。（様式第 24 号） 

（４）契約内容変更届の決定・提出 

   本社は、農地管理事務所から提出のあった、契約内容変更届の内容を確認し、適正である

と判断した場合はこれを決定し、当該市町及び県に提出する。 

なお、本社は、様式 23-4 号を決定した場合は様式 23-5 号により県に報告する。 

さらに、本社は、借受者に当該農地管理事務所から当該市町を通じて契約内容変更届の写

しを通知する。 

（５）農用地利用集積計画及び農用地利用配分計画の修正 

   市町は、本社から契約内容変更届の提出があった場合、農用地利用集積計画の修正を行う。 

（６）その他の変更 

貸付者及び借受者は、別表に掲げる内容について変更したときは、氏名等変更届（様式

第 23-3 号）（以下「変更届」という。）に別表の変更しようとする内容の右欄記載の書類を

添えて、市町等を経由して農地管理事務所に提出する。 

農地管理事務所は、内容を確認の上、変更届を本社に提出する。 

別表 

変更する内容 添付書類 

①氏名又は名称 

（貸付者又は借受者の変更を除く） 

（個人）改称の事実がわかる戸籍謄(抄)本 

（法人）改称の事実がわかる登記簿謄(抄)本

（履歴事項証明書） 
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②住所又は所在地 （個人）住所変更の事実がわかる以下のいずれ

かの書類 

・住民票の写し 

・運転免許証等の写し（表、裏とも） 

（法人）住所変更の事実がわかる登記簿謄(抄)

本（履歴事項証明書） 

③法人代表者 代表者変更の事実がわかる登記簿謄(抄)本（履

歴事項証明書） 

④貸付者の指定口座 （不要） 

 

８ 農用地等貸借契約の解約 

  貸付者及び借受者は、農用地等貸借契約の解約を希望する場合は、必ず、事前に市町等又は

農地管理事務所に相談を行うこととする。 

  農地管理事務所は、事前に本社と協議した上で必要な書類を準備し、市町等と連携しての手

続きを行う。 

（１）貸付者からの解約申出 

  ア 農用地等貸借契約解約申出書の提出 

    貸付者は、農用地等貸借契約の合意解約を希望する場合は、農用地等貸借契約合意解約

通知書（様式第 27-2 号）（以下「合意解約通知書」という。）を市町等を通じて農地管理事

務所に提出する。 

  イ 借受者への意向確認 

    農地管理事務所は、貸付者から合意解約通知書の提出があった場合、記載内容を確認す

る。また、農地管理事務所は市町等と連携して当該農用地等の借受者に意向確認を行い、

借受者が解約に応じる時、農用地利用配分計画によって賃借権の設定等を行った場合では

借受者から合意解約通知書（様式第 27-1 号）及び農地法第 18 条第６項の規定による通知

書（様式 27-3 号（賃貸借の場合））（以下「農地法通知書」という。）の提出を求める。 

  一方、農用地利用配分計画によらずに賃借権の設定等を行った場合には、借受者から合

意解約通知書（様式第 27-4 号）及び農地法第 18 条第６項の規定による通知書（様式 27-3

号（賃貸借の場合））（以下「農地法通知書」という。）の提出を求める。 

  ウ 合意解約通知書の提出 

    農地管理事務所は、合意解約通知書及び農地法通知書の提出があった場合、内容を確認

の上、本社に提出する。（様式第 28 号） 

  エ 合意解約通知書の決定・提出 

    本社は、農地管理事務所から提出のあった、合意解約通知書及び農地法通知書の内容を

確認し、適正であると判断した場合はこれを決定し、農業委員会に合意解約通知書並びに

農地法通知書及び県に合意解約通知書を提出する。 

なお、本社は、様式 27-4 号を決定した場合は様式 27-5 号により県に報告する。 

    また、農用地利用配分計画によって賃借権の設定等を行った場合、県には該当合意解約
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通知書（用紙 27-2 号）の写しを、当該市町には合意解約通知書（様式 27-1 号）の写しを

提出する。 

さらに、本社は、借受者に当該農地管理事務所から当該市町を通じて合意解約通知書の

写しを通知する。 

  オ 農用地利用集積計画の修正 

    市町は、本社から合意解約通知書の提出があった場合、農用地利用集積計画の修正を行

う。 

（２）借受者からの解約申出 

  ア 農用地等貸借契約解約申出書の提出 

    借受者は、やむを得ない理由により農用地等貸借契約の合意解約を希望する時、農用地

利用配分計画によって賃借権の設定等を行った場合では合意解約通知書（様式第 27-1 号）

及び農地法通知書を市町等経由して農地管理事務所に提出する。一方、農用地利用配分計

画によらずに賃借権の設定等を行った場合には、借受者は合意解約通知書（様式第 27-4 号）

及び農地法通知書を市町等経由して農地管理事務所に提出する。 

  イ 合意解約通知書の提出 

    農地管理事務所は、借受者から合意解約通知書及び農地法通知書の提出があった場合、

内容を確認の上、本社に提出する。 

  ウ 合意解約通知書の決定・提出 

    本社は、農地管理事務所から提出のあった、合意解約通知書及び農地法通知書の内容を

確認し、適正であると判断した場合はこれを決定し、農業委員会に農地法通知書及び県に

合意解約通知書を提出する。 

なお、本社は、様式 27-4 号を決定した場合は様式 27-5 号により県に報告する。 

さらに、本社は、借受者に当該農地管理事務所から当該市町を通じて合意解約通知書の

写しを通知する。 

  エ 新たな貸付先の選定 

    農地管理事務所は、合意解約した当該農用地等について、市町、農業委員会等と連携の

上、新たな貸付先を選定するように努める。 

 

９ 農用地の管理委託 

  機構が借り受けた農用地について、借受者へ貸し付けるまでの間で農地の管理が必要となる

場合、機構は、管理業務を委託することができる。 

なお、管理業務の委託については、別に定める「農地中間管理事業保全管理業務委託実施要

領」に基づき、手続きを行うこととする。 

また、農地中間管理機構関連農地整備事業などで、機構が農地中間管理権を取得した農用地

で管理耕作業務を委託する場合は、別に定める「農地中間管理事業管理耕作業務委託実施要領」

に基づき、手続きを行うこととする。 
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１０ 相続発生時の貸付者・借受者の名義等の変更 

（１）貸付者に相続が発生した場合 

   貸付者に相続が発生した場合、相続人は、すみやかに貸借契約名義等変更届（様式第 32-1

号）（以下、「名義等変更届」という。）を市町等を経由して農地管理事務所に提出する。なお、

賃貸借契約の場合は、指定口座の変更を７の(6)の変更届により届け出る。 

   農地管理事務所は、相続人から名義等変更届の提出があった場合、その写しを本社に提出

する。 

 

（２）借受者に相続が発生した場合 

ア 賃貸借契約の場合 

    賃貸借契約による借受者に相続が発生し、相続人が引き続き当該農用地等を利用する場

合、当該相続人は、すみやかに名義等変更届（様式第 32-2 号）を市町等を経由して農地管

理事務所に提出する。 

    また、相続人が当該農用地等の利用を辞退する場合、相続人は、貸借契約辞退届（様式

第 33 号）を市町等経由して農地管理事務所に提出する。 

    農地管理事務所は、相続人から名義等変更届又は貸借契約辞退届の提出があった場合、

その写しを本社に提出する。 

なお、貸借契約辞退届の提出があった農用地等については、利用権の移転を行うために

新たな貸付先の選定を行うが、直ぐに貸付先を見つからない場合は、解約の手続きを行う。 

  イ 使用貸借契約の場合 

    使用貸借契約による借受者に相続が発生した場合、相続人には当該農用地等の利用権は

相続されない。 

    この場合、相続が発生した借受者の親族等関係者は、市町等を経由して農地管理事務所

に相続発生届（様式第 34 号）を提出する。 

    農地管理事務所は、親族等関係者から相続発生届の提出があった場合、その写しを本社

に提出するとともに、当該農用地等を借り受けていた者の親族等関係者が引き続き当該農

用地等の利用を希望する場合は、２の（２）「貸付希望農用地等の募集」に準じて、借受希

望者として応募・登録の上、２の（６）「マッチングⅣ」に準じて、貸付手続きを行うこと

とする。 

また、親族等関係者が、当該農用地等の利用を希望しない場合は、当該農用地等に市町、

農業委員会等と連携の上、新たな貸付先を選定するように努める。 

 

〔相続発生時の事務手続き〕 

相続発生対象者 賃貸借 使用貸借 

貸付者 名義等変更届（様式第 32-1 号） 名義等変更届（様式第 32-1 号） 

借受者 【利用権が相続される】 

①引き続き利用を希望する場合 

【利用権が相続されない】 

相続発生届（様式第 34 号） 
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名義等変更届（様式第 32-2 号） 

②利用を希望しない場合 

貸借契約辞退届（様式第 33 号） 

→①引き続き利用を希望する場合 

・借受希望に応募・登録 

・農用地利用配分計画による利用

権の設定 

→②利用を希望しない場合 

・新たな貸付者を選定 

附則 

１ この要領は平成２６年６月１７日から施行する。 

２ この要領は平成２９年１月４日から施行する。 

３ この要領は平成３０年４月２７日から施行する。 

  ただし、要領２の（１）のイについては、平成３０年１月１日以降に農用地等借受希望申込

を受理したものについて適用する。 

４ この要領は令和２年３月２４日から施行する。 

５ この要領は令和３年６月 １日から施行する。 

 

別記１（貸付先決定ルール） 

別記２  
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農用地利用配分計画によらずに賃借権の設定等を行う場合の利用権の設定等に関する申出書(様

式第 11-2 号)及び農用地利用配分計画に添付する書類 

※様式第 11-2 号に添付する書類は様式 13-1 号､13-2 号､13-3 号のいずれかと、「その他参考とな

るべき書類」のみとなります。 

 

【個人の場合】 

 

・様式 13-1 

・住民票（または住所を確認できる

書類） 

・その他参考となるべき書類 

【農地所有適格化法人の場合】 

 

・様式 13-2 

・定款又は寄附行為の写し 

・組合員名簿又は株主名簿の写し 

・履歴事項全部証明書 

・承認会社であって投資円滑化法の

第 10 条第１項の規定の適用を受け

るものが農地所有適格法人の構成員

となっている場合には、その構成員

の株主の氏名又は名称及びその有す

る議決権 

・承認会社であって投資円滑化法の

第 10 条第１項の規定の適用を受け

るものが農地所有適格法人の構成員

となっている場合には、その構成員

が承認会社であることを証する書類

及びその構成員の株主名簿の写し 

・承認会社又は、承認組合であって

投資円滑化法の第 10 条第２項の規

定の適用を受けるものが農地所有適

格法人の構成員となっている場合に

は、その構成員が承認会社又は承認

組合であることを証する書類 

・農地法第２条第３項第２号チに掲

げる者が構成員となっている場合

は、その構成員とその農地所有適格

法人との間で締結されて契約書の写

しその他のその構成員が同号チに掲

げる者であることを証する書類 

・その他参考となるべき書類 

【その他法人の場合】 

 

・様式 13-3 

・定款又は寄附行為の写し 

・履歴事項全部証明書 

・農地法第３条第３項に規定する法

人の場合には、その法人が農地法施

行規則第 19 条の要件を満たしてい

ることを証する書類 

・その他参考となるべき書類 

別記 ２ 


